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熊本地震での情報支援活動
• 様々な情報を一元的に集約し、防災関係機関で共有する
お手伝いを実施 ⇒ 情報支援活動
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ISUTによる情報支援
平成27年9月関東・東北豪雨（常総水害）以来、

NIEDが被災自治体に入り、情報集約、整理の支援
を実施。
平成28年熊本地震にて防災担当大臣の目に留まり、
平成31年度からISUTとして運用開始。
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SIP4D利活用システム（１）
• SIP4Dで集約される情報を各機関（自治体など）で、適切に取り出し、
利活用するためのシステム
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a省データ
ベース

bセンター
データベース

c機関
データベース

d団体
データベース

e観測
データ

f被害推定
データ

gﾘｱﾙﾀｲﾑ
評価ﾃﾞｰﾀ

h分析
データ

Ａ府防災情報
システム

Ｂ省防災情報
システム

C省防災情報
システム

D庁防災情報
システム

都道府県
防災情報
システム

指定公共機関
防災情報
システム

防災情報サービスプラットフォーム

Information Pipeline

基礎自治体
防災情報
システム

民間企業
防災情報
システムSIP4D: Shared Information Platform for Disaster Management

SDIP: Standardized Disaster Information Product(s)

それぞれの機関の
特性に応じたシステム

SIP4D利活用システム（無償公開）
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SIP4D利活用システム（２）
• Web-GISをベースに、各機関、各部署の求める共通状況図（COP）をプ
リセットするシステム
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SIP4D利活用システム技術仕様書・同解説
• システムは無償公開中
• 技術仕様の解説書を2019年10月に
刊行

• 同システムの解説書
• 防災科研の「研究資料」として刊行
予定

• 防災科研のHPから無償ダウンロード
可能（PDF）

• 自治体等の防災関係機関が情報シス
テムを構築するための指針

• SIP4Dを核とした災害情報の適切な
流通を目指すための標準仕様

• 継続的に改定
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SIP4D利活用システムで提案する構造： 分散相互運用
・ユーザインタフェイス： 各機関の欲しい状況を分散的にプリセット
・データベース： 各機関がデータを相互に持ち寄る

仮想的な
共有データベース

地域全体把握 対策検討 対策検討 経路確認

県庁からの情報 市内の情報 町内の情報 その他情報

県・地域本部 被災した市 被災した町 支援自治体

DB DBDB DB

主題図 主題図 主題図主題図

• 各ユーザの求める地図情報
（主題図）を分散的に取得

• 仮想的なデータベースを相互
に運用
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SIP4D利活用システムで提案する構造
～ “上下左右”の情報流通のために ～

自衛隊消防 警察

A県

○○町 ○○市
・・・・

市町村の被害・対応
状況を把握する！！

隣接県隣接県隣接県隣接県

広域連携のために、隣接県と
情報連携を行う！！

国

中央の情報を受け取る
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みちのくALERT2018での活用事例
• みちのくALERT2018（東北方面総監部＋東北６県）との連携

9

利活用システム

• 平成30年11月9日に実施されたみちのくALERT2018において、相互運用環境をSIP4D
利活用システムを用いて試験的に構築し、陸上自衛隊東北方面総監部、東北6県に対し、
災害情報の共有を図った。

• その結果、システムによる情報共有の有効性、使用システム・使用地図・地図記号等の
統一が不可欠であること、が認知された。

• 今後は、災害情報システムに関する情報交換会を開催し、情報共有のルール（ピクトグ
ラム、表示方法、共有すべき項目等）の統一に向けた活動を推進していく予定である。

《訓練の概要》
陸上自衛隊東北方面総監部（仙台市）が
幹事となり、東北６県および市町村が参
加する大規模総合防災訓練。４年に１度
開催される。前回は2014年の開催。

自衛隊

青森県

その他の関係機関

岩手県 秋田県

宮城県 山形県 福島県

相互に情報共有

仙台駐屯地の様子：
体育館の前方に設置された大型モニターにSP4D利活用システムの画面

が表示された。
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SIP4D利活用システムの画面

仙台駐屯地

神町駐屯地（山形県）
青森駐屯地

青森県庁

福島県庁
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11宮城県の入力

宮城県
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12宮城県＋福島県の入力

宮城県

外部地図
☑福島県⇒取込
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13その他の地図を検索

宮城県

「地図追加」で
検索
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14NIEDの震度推計を重ねて表示

宮城県
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自衛隊

自衛隊の入力
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自衛隊

自衛隊＋青森県の入力

外部地図
☑青森県⇒取込
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自衛隊

自衛隊＋青森県（避難所を含む）の入力

自衛隊が、県に問い合
わせることなく、避難所
の状況を掌握可能
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自衛隊

自衛隊＋６県の入力
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【最新動向：台風１９号対応】
◎青森県チームが角田市を支援
• 10月16日から、対口支援として、危機管理対策監をはじめ、
青森県が宮城県角田市の建物被害調査を支援

• SIP4D利活用システム（試験運用中の青森県サイト）を使って、角
田市役所から被害状況等を入力

• 防災科研の情報集約サイト：ISUT-siteに自動的に反映

手書き地図で整理

角田市役所で
青森県のサイトに入力

ISUT-site（関係機関の情報共有サイト）

に自動反映
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【最新動向：九州沖縄の動向】
• SIP4D利活用システム（そのもの）を用いたシステム

• 宮崎県小林市（2017年度より稼働中）

• 宮崎県（2020年度中に稼働予定）

• 鹿児島市（2020年度中に稼働予定）

• SIP4Dと連接を明記した用いたシステム
• 熊本県（2020年度中に稼働予定）

• 愛媛県（2019年度基本設計）

• 東京都（2020年度中に構築予定）

• SIP4Dと連接を前提として新規調達/改修を検討中
• 九州沖縄地方のA県、B県
• 東北地方のC県
• 四国地方のD県
※上記は、2020年1月現在、防災科研が把握している自治体のみであり、これ以外
にも該当する自治体が存在すると考えられます。
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先進事例（米国）の紹介
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Capstone-14 との比較
• Capstone14 is a wide-area disaster response 

drill held in USA in 2014.
• The organizer is CUSEC (Central United States 

Earthquake Consortium) 
• CUSEC consists of 8 member states and 10 

associate states.
• Assumed disaster: NMSZ (New Madrid 

Seismic Zone)
• No only information sharing

• Private Sector Integration
• Communications
• Shared Situational Awareness
• Regional and National Resource Allocation
• Regional Transportation Coordination
• Department of Defense, National Guard Mobilization 

Support to Civil Authorities
• Additional Lessons Learned and Recommendations 

• The training results will be organized and 
disclosed as AAR (After-Action Report).

ミズーリ州

アーカンソー州

イリノイ州

インディアナ州

ケンタッキー州

テネシー州

アラバマ州

ミシシッピ州
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Capstone-14 との比較
みちのくALERT2011 Capstone-14

(1) 実施期間 11月9日(金) - 11日(日) 2014年6月16日(月) - 20日(金)
(2) 主催機関 ・陸上自衛隊東北方面隊

・東北6県は，各県内の訓練
については企画するが，全
体の枠組みは自衛隊が企画
する．

・ CUSEC: Central United States
Earthquake Consortium（中央アメリカ地
震コンソーシアム）

・8つの加盟州，10の準加盟州からなる．

(3)  準備期間 ・約18か月（災害情報の広域共
有のための準備期間）

・約3年（Capstone-14の準備全体の期間）

・広域情報共有に関する協議の具体的
記録は，約22か月前から

(4) 共有する
情報項目

・「火災・災害等即報要領」
（消防庁）に規定される第4
号様式に情報項目が規定さ
れている．

・EEI: Essential Elements of Information
（情報の必須要素）として，NISC:
National Information Sharing Consortium
（全米情報共有化協会）が規定し，標準
化されている．

(5) 情報共有
システム

・SIP4D利活用システム（訓
練用に防災科研より提供）

（SIP4DやISUT-SITEが該当）

・ Virtual USA （ DHS: Department of
Homeland Security（国家安全保障省）の
システム）

(6) 報告書 ・AAR: After Action Review
（事後研究会）を陸上自衛隊
東北方面隊の主催で実施．
公開資料はない．

・AAR: After-Action Report（活動報告

書）として整理され，インターネット
上で公開．
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さて！ 我が国の広域防災訓練は
どうあるべきか！？

第３部 討論会へ
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